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未曾有の被害をもたらした東日本大震災を受け、平成 24 年 6 月及び平成 25 年 6 月

に災害対策基本法が改正されましたが、その主な改正内容は、大規模広域な災害に対

する即応力の強化、大規模広域な災害時における被災者対応の改善、住民の円滑かつ

安全な避難の確保、平素からの防災への取組の強化、教訓伝承・防災教育の強化や多

様な主体の参画による地域の防災力向上などです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 災害時要援護者支援体制の推進 

３ 新たな課題への対応 
 

＜資料：災害対策基本法の改正の概要 内閣府＞ 
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特に、住民の円滑かつ安全な避難の確保については、東日本大震災において、高齢

者の死者数は被災地全体の死者数の約 6 割、障害者の死亡率は被災住民全体の死亡率

の約 2倍という状況でした。 

また、要援護者の支援、支援者の受入れの仕組みが事前に構築されておらず、要援

護者を支援する福祉人材の確保も困難でした。 

そこで、災害時の避難に特に配慮を要する高齢者・障害者等の名簿を作成すること

を市町村に義務づけるとともに、避難生活の環境等を確保するための一定の基準を満

たす施設を、被災住民が一定期間滞在する避難所としてあらかじめ指定することとさ

れました。 

 

さらに、厚生労働省は、都道府県に対し平成 24年 12月に開催された「災害福祉広域

支援ネットワークに関する説明会」において、東日本大震災で明らかになった課題を踏

まえ、以下の 4点が可能となるような都道府県単位でのネットワークの構築を求めまし

た。 

①発災直後の能動的・機動的な対応 

②災害コーディネーター等調整機能（支援とニーズの調整） 

③包括的・継続的支援体制（高齢者、障害者に対する生活支援） 

④県や社会福祉協議会、社会福祉法人等による相互のネットワーク化 

 

本県では、愛知県地域防災計画に市町村支援、広域調整などの災害時要援護者対策に

ついての県の役割が規定されていますが、特に広域調整などについて具体的対応までは

定められておりませんでした。 

そこで、東日本大震災後の国の動きも踏まえ、平成 25 年 5 月に、健康福祉部、防災

局、地域振興部の関係課室長を構成員として「愛知県災害時要援護者広域支援体制検討

プロジェクトチーム」を設置し、災害時における高齢者、障害者などの災害時要援護者

に対する広域支援の仕組みづくりに向けた課題の整理を目的として検討を進めてきま

した。 

 

プロジェクトチームでの検討の結果、今後の対応として高齢者や障害者など災害時要

援護者への支援として「市町村域を越える広域支援の仕組みづくり」と「市町村内にお

ける要援護者支援の体制強化の促進」が必要であり、そのため次のとおり取組を進めて

いきます。 
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取組の方向性 

① 市町村域を越える広域支援の仕組みづくり 

先進事例の調査など情報収集を行うとともに、「愛知県災害福祉広域支援体制整備

検討会議」で市町村域を超えた対応等を検討し、広域支援体制の構築に取り組みます。 

 

○ 被災市町村への福祉人材の派遣等広域支援の連携組織の創設 

県・県社会福祉協議会・事業者団体・職能団体による連携のための協定を締結

し、被災市町村への福祉人材の派遣に関する広域支援の連携組織を立ち上げます。 

 

○ 愛知県災害派遣福祉チーム（仮称）（ＤＣＡＴ）の創設 

   上記の連携組織においてＤＣＡＴ制度を創設し、各主体の役割分担を明確にした

上で、ＤＣＡＴ要員候補者の募集・研修を行うほか、ＤＣＡＴ活動マニュアルの

作成等の体制整備を図ります。 

 

【ＤＣＡＴ( Disaster Care Assistance Team )】 

社会福祉士や介護福祉士などが災害発生直後に被災地へ駆け付け、避難所など

で要援護者のスクリーニング及びニーズ把握を行い、相談に応じるとともに、環

境調整等について助言を行う。 

 

○ 被災地と支援者の広域コーディネートの仕組みの明確化 

被災地からのＤＣＡＴ派遣要請への対応手順の明確化を図ります。 

 

○ 障害者・高齢者施設間の実効性ある応援協定の締結 

   施設間の応援協定モデルを作成し、障害者施設団体や高齢施設団体における応援

協定締結の促進を図ります。 

 

＜相互応援協定 締結率＞ 

・約 2割（17／89施設）【H25.6時点庁内プロジェクトチーム調査】 

 

 

○ 被災地の要援護者の受入れ調整の仕組みづくり 

   広域支援の連携組織を活用し、受入先の施設の確保、移送手段などの諸課題を検

討し、被災地の要援護者の受入れ調整の仕組みを構築します。 
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② 市町村内における要援護者支援の体制強化の促進 

  市町村災害時要援護者支援体制マニュアル（平成 21 年 3 月改訂）を今回の法改正

を踏まえて改訂し、また、社会福祉施設の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促すため

の調査を実施するなど、市町村や社会福祉施設の取組の促進を図ります。 

 

＜市町村災害時要援護者支援体制マニュアルの策定経緯＞ 

・平成 9年 3月 マニュアル作成(平成 7年の阪神・淡路大震災を契機)  

・平成 13年 5月 第 1次改訂（平成 12年の東海豪雨の教訓の反映） 

・平成 21年 3月 第 2次改訂（内閣府ガイドライン等の反映） 

 

 

○ 市町村の支援体制の強化 

   避難行動要支援者名簿の作成、要支援者個別避難計画の策定、福祉避難所の確保

について、市町村の支援体制の強化を促進します。 

 

＜市町村支援マニュアル取組項目の進捗状況＞ 

・要援護者名簿の作成  （済 46、整備中 7、未整備 1／54市町村：H25.4時点） 

・要援護者の避難計画策定（全体計画：済 50、策定中 3、未着手 1／54：同上） 

             （個別計画：済 11、策定中 37、未着手 6／54：同上）  

・福祉避難所の指定（社会福祉施設等と協定） （46／54：H25.6時点） 

    ＊福祉避難所：要援護者のニーズに配慮した避難所 

 

 

○ 社会福祉施設の災害時対応力の強化 

   福祉避難所として期待される入所型の社会福祉施設について、事業継続計画（Ｂ

ＣＰ）の策定を促します。 

 

＜事業継続計画（ＢＣＰ）策定率＞ 

・約 2割（18／89施設）【H25.6時点庁内プロジェクトチーム調査】 

 

 


